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１　目　的

２　予算額　　３５億５，００６万円

３　主な事業内容

主な事業名及び事業概要 ５年度当初予算額

(1) 感染拡大防止対策と医療提供体制の維持 5,298万円

①　在宅罹患者宿泊療養施設運営費
　　同居する家族等が感染により医療機関への入院等で不在となった、軽症・無症状の在宅
　の高齢者や障がい者に対してサービス提供を維持するため、宿泊療養施設を運営する。

4,518万円

②　在宅療養支援事業
　　感染による医療機関への入院等で同居する家族等が不在となった、陰性の在宅の高齢者
  や障がい児者等の短期入所の受入れを促進するため、かかり増し経費を負担する。また、
  軽症・無症状又は入院等が困難な者の自宅への訪問に係る経費等を負担する。

780万円

(2) 福祉サービスの提供体制の維持 34億1,907万円

ア　福祉施設における感染拡大防止対策

③　認可外保育施設感染症対策費補助（国庫対象）
　　マスク及び手指消毒エタノール等にかかる経費を補助する。

4,714万円

④　保育所等感染拡大防止対策費（交付金事業分）
　　地域子ども・子育て支援事業において、感染症対策を徹底しつつ、事業を継続的に提供
　していくために必要となる経費を補助する。

6億6,561万円

⑤　保育所等感染症対策設備整備事業費補助
　　保育所等において必要な設備の整備等を行う市町村に対し、その費用を補助する。

5,209万円

⑥　児童福祉施設等における新型コロナウイルス感染拡大防止対策補助
　　マスク及び手指消毒エタノール等にかかる経費を補助する。

1,550万円

⑦　介護施設等感染拡大防止対策事業費補助
　　新型コロナウイルスの感染拡大を防止するため、介護施設等で感染者が発生した場合に
　備えた環境整備に要する費用を補助する。

11億4,372万円

⑧　介護施設等感染拡大防止対策支援事業費
　　介護施設等での新型コロナウイルス感染者発生に対応するため、マスク等衛生用品の保
　管・配送を行う。

2,632万円

イ　福祉サービス提供体制への支援等

⑨　福祉サービス提供体制への支援
　　福祉サービスの提供体制を維持するため、介護施設等における人員不足や代替サービス
　の提供等に要する経費に対して補助する。

13億6,852万円

⑩　社会福祉施設等応援職員派遣支援事業費
　　社会福祉施設等の機能を維持するため、感染者が確認された施設等への介護職員等の派
　遣調整を行うとともに、派遣に要する旅費等を負担する。

1,489万円

⑪　研修や試験における感染拡大防止対策
　　福祉サービス従事者の研修等の実施に当たり必要となる消毒液等の購入や、密集を避け
  るための追加の会場確保等に対して補助する。

5,697万円

⑫　障害者支援施設等感染防止対策相談・支援事業費
　　障害福祉サービス等の従事者の不安感を払拭するため、研修を行う。

200万円

新型コロナウイルス感染症対策

　　新型コロナウイルス感染症との共存を前提とした福祉サービスの提供体制を構築するため、感染
　拡大防止対策や介護施設等のサービス継続等に対する支援を行う。

区分
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主な事業名及び事業概要 ５年度当初予算額

ウ　介護・障害福祉分野へ就職する者に対する貸付金

⑬　介護職就職支援金貸付事業費補助
　　介護・障害福祉分野における人材確保を推進するため、他業種で働いていた介護未経験
　者等が、一定の研修を修了することを条件として、就職する際の準備経費を貸し付ける県
  社会福祉協議会に対して補助する。
　・貸付上限額：20万円（一定期間の介護業務従事により返済免除）

2,628万円

(3) 生活支援 7,800万円

ア　生活困窮者への支援

⑭　住居確保給付金支給費
　　離職または休業等により、経済的に困窮し住居を失うおそれがある方へ、家賃相当分の
　給付金を一定期間支給する。

1,249万円

イ　ひとり親への支援

⑮　高等職業訓練促進給付金等支給費
　　ひとり親家庭の親を対象に、経済的な自立に効果的な資格を取得することを支援するた
　め、給付金を支給する。

2,374万円

⑯　ひとり親家庭住宅支援資金貸付
　　自立に向け意欲的に取り組むひとり親の就業・自立を促進するため、住宅の借り上げに
　必要となる資金を貸し付ける県社会福祉協議会に対して補助する。

4,176万円

35億5,006万円

【⑭】 　　 福祉子どもみらい局福祉部　  生活困窮者対策担当課長　太田  　電話 045-285-0864

【⑩、⑪介護支援専門員等、⑬】
    　　　　福祉子どもみらい局福祉部地域福祉課　　　　　　課長　河田  　電話 045-210-4740

合 計

問合せ先
【①・②高齢者、⑦、⑧、⑨・⑪介護施設等】
    　　　　福祉子どもみらい局福祉部　　　介護サービス担当課長　諸星　  電話 045-210-4801
【①・②障がい者、⑨障害者支援施設等、⑫】
    　　　　福祉子どもみらい局福祉部障害サービス課　　　　課長　髙橋　  電話 045-210-4702
【③～⑤、⑪保育所等】
    　　　　福祉子どもみらい局子どもみらい部次世代育成担当課長　深石　  電話 045-210-4660
【⑥、⑮、⑯】
　　　　　　福祉子どもみらい局子どもみらい部子ども家庭課　課長　長谷川　電話 045-210-4650

区分

2



１　目　的

２　予算額　　７億９，１８６万円

３　主な事業内容

主な事業名及び事業概要 ５年度当初予算額

4億5,387万円

①　子ども食堂支援事業費
　  子ども食堂の活動継続を支援するため、新しい生活様式に対応した取組を行う子ども食
　堂運営者に協力金を支給する。また、子ども食堂同士のネットワーク化を推進するととも
　に、寄附受入や物流の調整を行うマッチングコーディネーターを新たに配置する。

2,566万円

②　子どもの貧困実態把握調査費
　　計画改定や施策立案につなげるため、県内の子どもの貧困実態把握調査を行う。

797万円

③　生活困窮者への情報発信・啓発
　　生活困窮者に支援情報を届けるため、ポータルサイト及びチャットボットの運営、地域
　のコミュニティでの出前講座等を行う。

351万円

④　ひきこもり等青少年相談事業等
　　ひきこもり等の当事者や家族を支援するため「ひきこもり地域支援センター」で電話相
　談等を行うほか、医師・弁護士等の多職種支援チームにより、伴走支援を行う市町村等を
　支援する。また、ＳＮＳ相談を行うほか、県内のひきこもり相談窓口を周知するため、
　Ｗｅｂ広告を実施する。

8,093万円

⑤　メタバースを活用した社会参加支援
　　ひきこもり等の当事者の社会参加を支援するため、他者と交流可能な居場所を仮想空間
　（メタバース）上に試験的に設置し、外出せずに気軽に参加できるイベントを実施する。

1,100万円

⑥　ＩＣＴを活用したいのちの相談支援体制整備事業
　　「生きるのがつらい」等のこころの健康に関する悩みに対応し、自殺を未然に防ぐた
　め、ＬＩＮＥによる相談を実施する。また、Twitterでの広告とともに、新たにその他
　ＳＮＳでの広告を試行し、効果的な広告媒体を検証する。

6,308万円

⑦　子ども・若者未来応援推進事業費
　　進学や就職に困難を抱える若者たちを応援するため、ＮＰＯ法人が行う進学等を応援す
　る活動や、新たにアウトリーチによる寄り添い支援に対して補助する。

1,328万円

⑧　ケアリーバーへの支援
　　ケアリーバー（児童養護施設等を退所した者）の孤独・孤立を防ぐため、医療連携、法
　律相談、アウトリーチ生活支援を実施するとともに、新たに県央地域に一時的な滞在場所
　及び相談室を設置し、機能を強化する。

1億2,923万円

⑨　母子家庭等の自立支援の強化
　　母子家庭等の経済的自立を支援するため、就業相談等による就業支援や養育費相談支援
　を行うとともに、養育費支払の履行を確保するため、新たに弁護士委任（養育費取決め・
　強制執行）費用や保証契約費用に対して補助する。

2,104万円

⑩　ケアラーへの支援
　　各種支援制度のはざまに陥りがちなケアラー（家族などを介護する人）を支援するため、
　相談窓口（電話及びＳＮＳ）や支援専門員を設置するほか、ケアラーの居場所づくりを行
　う団体等に対して補助する。また、新たに若者ケアラー（概ね18～24歳）等への家事支援
　を行う。

7,233万円

⑪　県立高校での朝食・夕食の提供
　　経済的な理由等で食事をとれない県立高校の生徒を支援するため、居場所カフェの取組
　を実施している４校（全日制３校、昼間定時制１校）で、朝食の提供を実施するととも
　に、夜間定時制13校で、提供している夕食の費用負担を軽減する。

2,578万円

一部

一部

一部

一部

一部

コロナ禍における生活困窮者対策

　　ＮＰＯへのヒアリングなど生活困窮者の課題を見える化する取組を実施した結果、「声をあげら
　れない子ども・若者」が存在するという新たな課題が明らかとなった。
　　こうした課題に対応するため、これまでの生活困窮者対策を全力で進めるとともに、「子ども・
　若者」の実情に応じて支援を届ける取組を強化する。

区分

(1) 深刻な課題を抱える子ども・若者への支援

一部

新

新

新

新

新

新

新

新
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主な事業名及び事業概要 ５年度当初予算額

7,670万円

⑫　女性総合相談窓口の設置
　　不安や課題を抱える女性一人ひとりに応じた支援につなげるため、総合相談窓口を設置
　し、電話やメールに加え、新たにＳＮＳを活用した相談を実施する。また、女性専用無料
　低額宿泊所等への訪問支援や窓口等への同行支援を行うほか、生理用品の配布等を行う。

2,576万円

⑬　女性電話相談の実施
　　コロナ禍における女性の様々な悩みに対応するため、女性電話相談を実施する。

599万円

⑭　ＤＶ被害者等セーフティネット強化支援事業費補助
　　配偶者等からの暴力被害者の自立を支援するため、民間団体が行う心理専門職の配置等
　の先進的な取組に対して補助する。

2,511万円

⑮　女性就業支援事業費
　　「かながわ女性キャリアカウンセリング相談室」において、キャリアカウンセリング等
　を実施するとともに、国のマザーズハローワーク等との共催による女性向けの企業面接会
　を開催する。

1,656万円

⑯　県立学校生理用品配備事業費
　　県立学校に在籍する生徒が、生理用品の確保に不安を感じることなく、より安心して学
　校生活を送れるよう、すべての県立学校で女子トイレに生理用品を配備する。

328万円

2億6,028万円

⑰　外国籍県民等への支援
　　外国籍県民等が安全・安心に過ごすことができる環境をつくるため、「多言語支援セン
　ターかながわ」において多言語での情報支援を行うとともに、外国人留学生に対してニー
　ズに応じた支援等を拡充する。

1億2,441万円

⑱　住居不安定者の生活再建支援
　　失業や生活困窮により、住居を失ったり、またそのおそれがあるなど、不安定な居住状
　態にある者の生活再建を後押しするため、住居探しから定着までの一貫した支援を実施す
　る。

495万円

⑲　介護の担い手の確保
　　生活困窮の解消と介護の担い手確保の両立を図るため、コロナ禍による失業者等と介護
　事業所等との迅速なマッチングを支援するほか、多様な手法によって介護人材の確保・定
　着を支援する。

1億2,584万円

⑳　市町村における包括的な支援体制の整備
　　「高齢」、「障がい」、「子ども」など、属性を問わない包括的な支援体制づくりに取
　り組む市町村に対して、職員等を対象とした研修や、アドバイザー派遣等を行う。

507万円

100万円

㉑　ＳＤＧｓを道しるべとした社会的課題の解決促進
　　生活困窮者支援などの社会的課題を解決するため、かながわＳＤＧｓパートナーをはじ
　めとした多様な主体とのパートナーシップにより、県民の具体的なＳＤＧｓアクションを
　創出し、共助の輪による支援の仕組みづくりを加速化する。

100万円

7億9,186万円

【㉑】　　　政策局いのち・未来戦略本部室　　ＳＤＧｓ推進担当課長　湊   　 電話 045-285-1052

【⑩】　　　福祉子どもみらい局福祉部高齢福祉課　　　　　　　課長　垣中　  電話 045-210-4830

【⑰】　　　国際文化観光局国際課　　　　　　　　　　　　　  課長　今井 　 電話 045-210-3740

【③、⑦、⑱】

【⑲、⑳】　福祉子どもみらい局福祉部地域福祉課　　　　　　　課長　河田　  電話 045-210-4740

【④、⑤】　福祉子どもみらい局子どもみらい部青少年課　　 　 課長　長島　　電話 045-210-3830

【⑪朝食】  教育局指導部高校教育課高校教育企画室　　　　　　室長　渡貫　　電話 045-210-8370

【⑫～⑭】　福祉子どもみらい局共生推進本部室
           　　　　　　　　　　　　　　 人権男女共同参画担当課長　宮﨑　  電話 045-210-3630

区分

(2) 女性への支援

【⑪夕食、⑯】

【⑮】　　　産業労働局労働部雇用労政課　　　　　　　　　　　課長　岡田 　 電話 045-210-5730

【⑧、⑨】　福祉子どもみらい局子どもみらい部子ども家庭課 　 課長　長谷川　電話 045-210-4650

　　　　　　教育局指導部保健体育課　　　　　　　　　　　　　課長　富澤　　電話 045-210-8300

(3) 孤独・孤立に陥っている方への支援

(4) 共助の推進に向けた仕組みづくり

　　　　　　福祉子どもみらい局福祉部　　　生活困窮者対策担当課長　太田　　電話 045-285-0864

【⑥】 　　 健康医療局保健医療部        　  精神保健医療担当課長  渡邊  　電話 045-285-0227

合 計

問合せ先
【①、②】　福祉子どもみらい局子どもみらい部　次世代育成担当課長　深石　  電話 045-210-4660

一部

一部

新

新
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１　目　的

２　予算額　　　７９９億７，７５７万円

３　主な事業内容

主な事業名及び事業概要 ５年度当初予算額

2億3,903万円

 ア 中井やまゆり園等の県立障害者支援施設における取組

①　施設利用者の質の高い生活の確保
　　当事者の意見を施設運営に反映するため、障がい当事者が施設を巡回し、職員との意見
　交換を行う。また、支援改善アドバイザーや支援サポート員を配置する。

632万円

一部

②　日中活動・体験の充実
　　施設利用者の地域移行に向けて、グループホーム体験の場の確保や施設外活動を充実さ
　せるとともに、活動をコーディネートする専門職員を配置する。また、中井やまゆり園利
　用者と職員が地域と交流しながら宿泊体験する取組を新たに実施する。

3,895万円

③　地域生活への移行
　　施設利用者の地域移行先となるグループホームの体制整備や、移行後の生活の場となる
　在宅サービス等の確保を支援する。

3,072万円

 イ 地域共生社会へ向けた新しい取組

④　地域資源（人）の充実
  　地域生活移行を担う福祉人材を確保するため、インターンシップをはじめとする各種支
　援や研修を行うほか、地域生活移行を推進する専門人材を県独自に位置付ける。

5,491万円

⑤　地域資源（場所）の充実
　　民間障害者支援施設からの地域生活移行を促進するため、県独自の研修を受講した専門
　人材と連携して地域生活移行に取り組むグループホーム等に対して補助する。
　また、地域生活移行に資する提案を民間法人から募集し、その取組に対して補助する。

4,245万円

⑥　相談支援体制の充実
    障がい者の地域生活移行等を支える相談支援事業所の開設を促進するため、開設を検討
  する法人等を対象としたセミナーの開催等を行う。また、障がい者が地域で安心して暮ら
  せるよう、障がい者差別に対応する相談体制の充実を図る。

1,534万円

⑦　障がいに対する理解促進
　　障がいに対する理解を促進するため、共生社会を体感できる機会や、メタバースを活用
　した新たなコミュニケーションの場を創出し、誰もが参加しやすい共生社会を目指す。

1,047万円

一部

⑧　意思決定支援の普及・定着
　　意思決定支援の普及・定着のため、県内障害者支援施設に対して専門家を派遣する。
　また、県版ガイドラインに基づく意思決定支援の実践研修を行うとともに、研修参加に伴
  う代替職員等の経費の一部を補助する。

3,985万円

2億3,704万円

⑨　ともに生きる社会推進事業費
　　神奈川県当事者目線の障害福祉推進条例～ともに生きる社会を目指して～や憲章の理念
　を県民に浸透させるため、県内各地域でのイベント等において普及啓発事業を行う。ま
　た、ホームページで障がい者団体等の活動の情報発信を行うとともに、県のたよりやポス
　ター掲示など様々な媒体を活用した広報を行う。

4,071万円

○　その他　手話言語普及推進事業費など 1億9,633万円

(3) 　障がい児・者の生活を支えるサービスの充実 786億4,490万円

 ア　障害福祉サービス等の提供に係る体制の整備
一部

⑩　医療的ケア児等への切れ目のない支援
　　地域における医療的ケア児等からの相談に対応するため、令和４年度に開設した、かな
　がわ医療的ケア児支援・情報センターに地域相談窓口（ブランチ）を設置するとともに、
　在宅で生活する医療的ケア児を対象に非常用電源装置等の購入補助を行う市町村(政令
　市・中核市を除く)に対して補助等を行う。

5,372万円

　Ⅰ 神奈川県当事者目線の障害福祉推進条例
 　 ～ともに生きる社会を目指して～　に基づく障がい福祉の実現

    当事者目線に立った障がい福祉の実現を目指し、中井やまゆり園をはじめとした県立障害者支援
  施設の日中活動の充実等や意思決定支援の普及・定着の取組を実施する。
    また、「神奈川県当事者目線の障害福祉推進条例～ともに生きる社会を目指して～」及び「とも
　に生きる社会かながわ憲章」の理念の普及を推し進めるとともに、障がい児・者の障がい特性等に
　応じた、生活を支えるサービスのさらなる充実強化に取り組む。

区分

(1) 神奈川県当事者目線の障害福祉推進条例
                      ～ともに生きる社会を目指して～　に基づく取組の実践

(2) ともに生きる社会かながわ憲章の理念の普及に向けた取組

新

新

新

新

新

新

新
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主な事業名及び事業概要 ５年度当初予算額

⑪　県立特別支援学校における医療的ケア児支援のための環境整備
　　特別支援学校に配置する看護師を増員(４年度:69人⇒５年度:72人)するとともに、福祉
　車両等による通学支援を拡充（４年度：10台⇒５年度：40台）する。

2億8,146万円

一部
⑫　県立特別支援学校の新校等整備
　　特別支援学校での教育を必要とする児童・生徒の増加や、国の特別支援学校設置基準制
　定に伴う受入れ枠不足に対応するため、新校等の整備に向けた設計等を行う。
　（横浜市、川崎市、藤沢市等）

1億9,158万円

一部
⑬　リハビリテーションロボット普及推進事業費
　　神奈川リハビリテーション病院（厚木市七沢）において、リハビリテーションロボット
　の相談や訓練等を行うとともに、新たに筋電義手の認知度向上に向けた広報の拡充や、関
　係機関との連携強化を行う。

5,725万円

⑭　民間障害福祉施設整備費補助
　　障がい者の地域生活の維持、継続を図るとともに、地域生活移行を促進するため、重度
　障がい者にも対応する日中活動と住まいの場を新たに整備する事業者に対して補助する。

1億  347万円

⑮　障害者自立支援等給付費
　　障がい児・者が自立した生活を営むことができるよう支援するため、障害者総合支援法
　等に基づき、市町村が支弁する障がい福祉サービス等に要する費用を負担する。

639億5,602万円

○　その他　障害福祉サービス地域ネットワーク強化事業費など 1億1,910万円

 イ　障害福祉サービス等に従事する者の確保及び質の向上

⑯　障害者地域生活支援事業費
　　相談支援専門員を養成確保するため、相談支援従事者初任者研修及び現任研修、主任相
　談支援専門員養成研修を実施する。

3,012万円

⑰　障害者虐待防止・権利擁護推進事業費
　　障がい者虐待の未然防止や迅速な対応を図るため、障がい者虐待防止の拠点となる障害
　者権利擁護センターにおいて相談を受けるとともに、虐待防止の研修を行う。

687万円

⑱　喀痰吸引等研修事業費
　　たんの吸引等の医療的ケアを行う介護職員等を養成するため、喀痰吸引等研修や、研修
　の指導に当たる看護職員に対する伝達講習を行う。

1,261万円

⑲　精神障害者ホームヘルパー研修事業費
　　精神障がい者の居宅介護支援に従事する人材の確保及びサービスの質の向上を図るた
　め、精神障がい者の特性を理解したホームヘルパーの養成研修及び現任者研修を行う。

197万円

⑳　重度重複障害者等支援看護師養成研修事業費
　　障がい者の医療環境等の充実を図るため、重症心身障害児者施設等の看護師に対する専
　門研修を行うとともに、看護学生や看護師等を対象に、福祉現場における看護に関する普
　及啓発研修を行う。

155万円

○　その他　相談支援従事者等養成・確保推進事業費 768万円

 ウ　地域で生活する障がい児・者を支える社会環境の整備

㉑　重度障害者医療給付事業費補助
　　重度障がい者の健康の保持及び増進を図るため、重度障がい者の医療費助成を行う市町
　村に対して補助する。

50億　121万円

㉒　障害者地域生活支援事業費補助
　　障がい者の自立した生活を支援するため、ストーマ装具等を支給する日常生活用具給付
　等事業や外出時に付き添い等の支援を行う移動支援事業等の地域生活支援事業を実施する
　市町村に対して補助する。

21億3,473万円

㉓　障害者地域生活支援関連事業費補助
　　地域の実情に応じた障がい者の地域生活支援を推進するため、グループホームの設置及
　び運営に対する補助や地域活動支援センターの事業に対する補助など、市町村（政令市を
　除く）が実施する障がい者の地域生活支援関連事業に対して補助する。

5億7,423万円

㉔　在宅重度障害者等手当支給費
　　障がい者福祉の増進を図るため、在宅の重度障がい者等に対し手当を支給する。

6億　288万円

㉕　心身障害者扶養共済制度実施費
　　障がい者の将来に対する経済的な不安を軽減するため、保護者が死亡した場合などに、
　障がい者に年金を支給する。

5億　708万円

㉖　医療型短期入所事業所開設促進事業費
　　重症心身障がい児・者等が在宅で安心した生活を送ることができるよう支援するため、
　医療機関や介護老人保健施設による医療型短期入所事業所の開設支援を行う。

666万円

○　その他　障害児施設等措置費など 22億6,851万円

 エ　県立施設の維持運営費等

㉗　県立障害福祉施設維持運営費等
　　県立障害福祉施設等の円滑な運営及び利用者等の支援を図るため、維持運営等に係る経
　費を負担する。

27億2,613万円

区分

新

新
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主な事業名及び事業概要 ５年度当初予算額

(4) 　障がい児・者の社会参加や就労、障がいに対する理解促進 9億9,162万円

 ア　社会参加や就労に対する支援

㉘　障がい者等の文化芸術普及支援
　　年齢や障がい等にかかわらず、誰でも文化芸術を鑑賞・創作・発表できる機会を提供す
　るため、すべての人が舞台芸術に参加し楽しめる「共生共創事業」を実施するとともに、
　「ともいきアート」として障がい者等のアート作品を創作・展示する場の創出等を行う。

1億　172万円

㉙　聴覚障がい児等手話言語獲得支援事業費
　　聴覚障がいのある乳幼児の手話言語獲得を支援するため、乳幼児及び保護者を対象に、
　絵本の読み聞かせや手話遊びなど、大人のろう者とふれあう手話交流会等を開催する。

633万円

㉚　盲ろう者支援事業費
　　視覚と聴覚の両方に障がいのある盲ろう者の自立と社会参加を推進するため、盲ろう者
　支援センターの運営を行う。

936万円

㉛　神奈川県ライトセンター指定管理費
　　視覚障がい者の社会参加を促進するため、点字、録音図書等の貸出しやスポーツ振興事
　業等を行うとともに、視覚障がい者に対するボランティア活動を振興する。

3億　597万円

㉜　神奈川県聴覚障害者福祉センター指定管理費
　　聴覚障がい者の社会参加を促進するため、字幕入りビデオ等の貸出しや各種情報提供を
　行うとともに、聴覚障がい者に対するボランティア活動を振興する。

1億5,833万円

㉝　障害者雇用対策費
　　障がい者の雇用と職場定着を促進するため、中小企業を対象とした個別訪問や出前講座
　により相談支援等を実施する。また、中小企業や障がい者就労支援機関を対象としたフォー
　ラムや研修のほか、特例子会社の設立に関する補助等を行う。

2,688万円

㉞　農福連携マッチング等支援事業費
    障がい者による種まきや収穫、除草、片付けなどの就農体験会（お試しノウフク）を開
  催し、農家と障害福祉サービス事業所等とのマッチングを促進する。

354万円

㉟　水産業福祉連携推進事業費
　　水産業の担い手を確保するとともに、障がい者等の就労・雇用機会の確保を図るため、
  市町等と連携し、現場体験などの研修や専門アドバイザーの派遣を実施するほか、マッチ
  ングの場づくりや研究会を開催する。

1,600万円

○　その他　障害者就業・生活支援センター事業費など 3億5,756万円

 イ　障がい及び障がい児・者に対する理解の促進

㊱　障害者理解促進事業費
　　障がいに対する理解を促進するために、内部障がい等の方を対象としたヘルプマークの
  普及啓発や企業等における心のバリアフリー推進員の養成等を行う。

589万円

799億7,757万円

区分

合 計

備考　(4)の計9億9,162万円のうち、(2)との重複（1億3,504万円）を除いた額は8億5,658万円
　問合せ先

【⑦、⑨、㉘アート、㉞】　　　　　

【①～③、④専門人材、⑤、⑭、⑱、⑳、㉖、㉗】
             福祉子どもみらい局福祉部障害サービス課          課長　髙橋  電話 045-210-4702
【④インターンシップ、㉙】
             福祉子どもみらい局福祉部地域福祉課　　    　　  課長　河田  電話 045-210-4740
【⑥、⑩、⑮～⑰、⑲、㉑～㉕、㉚～㉜、㊱】
             福祉子どもみらい局福祉部障害福祉課　   　　　 　課長　鳥井  電話 045-210-4700

             福祉子どもみらい局共生推進本部室        共生担当課長　小手  電話 045-285-0737
【⑧】       福祉子どもみらい局共生推進本部室意思決定支援担当課長　岡田　電話 045-285-0549

【㉟】　　　 環境農政局農水産部水産課      　　　　　　　　　課長　山本　電話 045-210-4530

【⑪、⑫】   教育局支援部特別支援教育課　　　　　　 　　　   課長　片山　電話 045-210-8214

【㉘舞台】　 国際文化観光局　　　　  　　 　　   マグカル担当課長　中里　電話 045-285-0760
【⑬】       健康医療局県立病院課　　　　　　                課長　小泉　電話 045-210-5040

【㉝】　　　 産業労働局労働部  　          障害者雇用促進担当課長　髙𣘺　電話 045-210-5860 

新
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１　目　的

２　予算額　　１，１９４億６，９９５万円

３　主な事業内容

区分 主な事業名及び事業概要 ５年度当初予算額

(1)地域包括ケアシステムの深化・推進及び認知症とともに生きる社会づくり 1億2,683万円

①　地域包括ケア推進事業費
　　地域包括ケアシステムを推進するため、県及び各保健福祉圏域の広域的地域ケア会議の
  開催、在宅医療・介護連携推進事業研修会の開催、市町村への専門職派遣、地域包括支援
  センターの職員等に対する研修等を行う。

688万円

②　生活支援コーディネーター養成研修事業費
　　地域における生活支援等サービスの提供体制の整備に向けた取組を推進するため、生活
　支援コーディネーター等に対し研修を行うとともに、助言等を行うアドバイザーを派遣す
　る。

736万円

③　認知症疾患医療センター運営事業費
　　地域における認知症疾患の医療・介護連携の強化を図るため、認知症疾患医療センター
　の指定を増やし、専門的医療の提供や日常生活を継続するための支援を充実する。

3,830万円

④　若年性認知症対策総合推進事業費
　　若年性認知症の人やその家族等からの相談及び支援に携わるコーディネーターを配置
　し、若年性認知症の特性に配慮した就労継続支援、社会参加支援及び活躍できる居場所づ
　くり支援等を行う。

1,805万円

⑤　認知症対策普及・相談・支援事業費
　　認知症の人やその家族が住み慣れた地域で安心して暮らせるよう、認知症コールセン
　ターにおいて介護の悩みなど認知症全般に関する相談を行うほか、かながわオレンジ大使
　（認知症本人大使）による認知症理解のための「本人発信」を支援する。

1,144万円

⑥　オレンジパートナー活動支援事業費
    オレンジパートナーをはじめとする認知症サポーターのステップアップ研修修了者の活
　動支援を行うとともに、市町村におけるチームオレンジ構築支援のための伴走支援や会
　議、研修を行う。

331万円

⑦　認知症医療支援事業費
　　認知症の早期診断・早期対応の体制を強化するため、かかりつけ医等を対象として、認
　知症対応力の向上を図るための研修を行うとともに、かかりつけ医への助言や支援を行う
　認知症サポート医の養成及びフォローアップ研修を行う。

573万円

⑧　認知症医療支援事業費補助
　　認知症の早期診断・早期対応の体制を強化するため、指定都市が実施する認知症サポー
　ト医養成や病院勤務の医療機関従事者向けなどの研修事業に対して補助する。

1,002万円

⑨　認知症地域支援等研修事業費
　　認知症の人やその家族が住み慣れた地域で安心して暮らせるよう支援するため、市町村
　が設置する認知症初期集中支援チームのチーム員の養成やフォローアップ、認知症地域支
　援推進員の研修を行う。

396万円

⑩　認知症介護等研修事業費【一部】
　　認知症高齢者に対する介護サービスの充実を図るため、認知症介護の専門職員を養成す
　る研修を行う。

1,672万円

〇　その他　認知症対策総合支援事業費など 501万円

Ⅱ　高齢者が安心して、元気に、いきいきと暮らせる社会づくり

　　団塊の世代が後期高齢者となる2025年を見据え、高齢者が自ら参加して、地域で包括的、継続
　的な支え合いを行う地域包括ケアシステムの深化・推進に向けて、介護施設等の整備や介護従事
　者の確保のための事業を実施するとともに、認知症の未病改善を含めた総合的な認知症施策を進
　め、高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らすことのできる体制を整備する。
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主な事業名及び事業概要 ５年度当初予算額

(2) 健康・生きがいづくり 1億8,601万円

⑪　介護・認知症未病改善プログラム事業費
　　認知症未病改善のため、県民がコグニサイズに取り組みやすい環境づくりとして、フォ
　ローアップ講師を派遣するなど、コグニサイズの更なる普及・定着を推進する。

903万円

⑫　老人クラブ活動等推進事業費
　　高齢者の生きがいと健康づくりを推進するため、各種活動を総合的に実施する組織であ
　る老人クラブ及び老人クラブ連合会の活動経費に対して補助する。

4,273万円

⑬　介護予防評価事業費
　　市町村が「介護予防事業」を効果的に実施するため、事業効果の調査分析、評価を行う
　とともに、研修や高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施における「通いの場」への伴
　走支援事業を行う。

394万円

⑭　高齢者スポーツ推進事業費
　　高齢者の社会参画や健康・生きがいづくりを支援するため、高齢者のスポーツや文化活
　動の成果を発表する「ゆめかながわシニアフェスタ」を開催するとともに、愛媛県で開催
　予定の全国健康福祉祭えひめ大会（ねんりんピック）へ神奈川県選手団の派遣等を行う。

3,223万円

〇　その他　高齢者社会参画・生きがいづくり支援事業費など 9,805万円

(3) 介護保険サービス等の適切な提供とその基盤づくり 1,191億4,588万円

ア　介護施設等の整備

⑮　特別養護老人ホーム整備費補助
　　在宅での介護が困難な重度の要介護高齢者に介護を行う特別養護老人ホーム等の整備費
　用に対して補助する。

5億5,080万円

一部

⑯　地域密着型サービス施設等整備費補助
　　市町村で提供される地域密着型サービスの強化等を図るため、小規模多機能型居宅介護
　事業所や認知症高齢者グループホーム等の整備、介護職員の宿舎の整備等に加え、新たに
　土地等所有者と介護施設を開設しようとする法人等のマッチングに係る経費に対して補助
  する。

23億8,837万円

⑰　高齢者施設改修費補助
　　入所者の自立した生活の支援を図るため、既存施設のユニット化やプライバシー保護の
　ための改修、介護医療院等への転換整備費用等に対して補助する。

4億4,698万円

⑱　施設開設準備支援事業費補助
　　介護施設等の開設時から安定した質の高いサービスを提供できる体制の整備を支援する
　ため、施設の開設準備費用等に対して補助するとともに、介護施設等の大規模修繕の際に
　あわせて行う介護ロボット・ＩＣＴの導入費用等に対して補助する。

48億4,863万円

⑲　定期借地権利用整備促進事業費補助
　　特別養護老人ホーム等の整備促進を図るため、定期借地権を設定した用地確保に要する
　費用に対して補助する。

2億3,561万円

イ　介護従事者の確保等

⑳　介護人材確保促進事業費
　　「介護フェアinかながわ」の開催や動画の作成等を通じて、広く県民に対して介護の仕
　事の魅力を発信する。また、要介護度の維持・改善、人材育成、処遇改善に成果をあげた
　介護サービス事業所を表彰し、更なる取組へのインセンティブとなる奨励金（１事業所
　100万円）を交付する。

5,874万円

㉑　介護未経験者参入促進事業費
　　福祉・介護人材の参入を促進するため、介護分野での就労未経験者を対象に、初任者研
　修等を行うとともに、介護サービス事業所等への就労までを一貫して支援する。また、介
　護助手の導入促進等を図るとともに、介護現場における多様な働き方の導入に向けたモデ
　ル事業を実施する。

1億　434万円

㉒　現任職員キャリアアップ支援事業費補助
　　個々の介護事業所が抱える個別課題の解決を支援するため、市町村が行う介護事業所
　の現任職員を対象とした講師派遣型研修事業に要する経費を補助する。

270万円

㉓　外国人介護人材受入施設環境整備事業費補助
　　介護施設等における外国人介護人材の受入れを支援するため、施設等が行うコミュニ
　ケーションを促進する取組等に対して補助する。

918万円

㉔　喀痰吸引等研修支援事業費
　　たんの吸引等の医療的ケアを行う介護職員を養成する際の課題に対応するため、実地研
　修先の確保や喀痰吸引等研修の受講を支援する。

509万円

〇　その他　かながわ感動介護大賞表彰事業費など 5億7,547万円

区分

新

新
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主な事業名及び事業概要 ５年度当初予算額

ウ　介護保険サービス等の適切な提供

㉕  介護給付費負担金
　　介護保険制度の円滑な運営を図るため、介護保険法に基づき市町村が行う介護給付及び
　予防給付に要する経費の一部を負担する。

1,011億3,202万円

㉖  地域支援事業費交付金
　　高齢者が社会に参加しつつ、地域において自立した日常生活を営むことができるように
　するため、地域支援事業に要する経費の一部を市町村に対して交付する。

58億3,422万円

㉗  低所得者保険料軽減県負担金
　　介護保険制度の円滑な運営を図るため、介護保険法に基づき市町村が行う低所得者の介
　護保険料の軽減措置について、減額した額の一部を負担する。

22億1,760万円

㉘  介護ロボット普及推進事業費
　　介護施設職員等に対し、介護ロボットの活用現場を体験する機会を設けるとともに、介
　護施設等への介護ロボットやＩＣＴの導入に対して補助する。また、介護施設等を対象と
　して介護ロボットやＩＣＴの導入に向けたオンラインセミナーを開催する。

6億7,363万円

〇　その他　介護職員処遇改善加算取得促進特別支援事業費など 6,245万円

(4) 市町村が行う取組の支援 1,122万円

㉙　高齢者保健福祉計画等推進事業費
　　市町村の保険者機能の強化を支援するため、国から提供されたデータを活用した地域分
　析や、市町村職員を対象とした研修の実施、自立支援・重度化防止に向けた市町村の個別
　支援を行う。

224万円

〇　その他　介護給付適正・適切化推進特別事業費国保連補助など 898万円

〇　再掲　地域包括ケア推進事業費など (2,722万円)

1,194億6,995万円

【⑳～㉓】  　　　福祉子どもみらい局福祉部地域福祉課　　　課長　河田 　 電話 045-210-4740

区分

合 計

問合せ先
【①～⑬、㉕～㉗、㉙】
    　　　　　　　福祉子どもみらい局福祉部高齢福祉課　　　課長　垣中 　 電話 045-210-4830
【⑭】            スポーツ局スポーツ課    　　　　　　　　課長  田中　　電話 045-285-0791
【⑮～⑲、㉔、㉘】福祉子どもみらい局福祉部介護サービス担当課長　諸星 　 電話 045-210-4801
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１　目　的

２　予算額　　６３億１，３７６万円

３　主な事業内容

主な事業名及び事業概要 ５年度当初予算額

(1) 看護師等の確保対策 54億6,619万円

 ア　養成数等の拡充

①　保健福祉大学の運営等
　　保健、医療及び福祉分野における高度で専門的な知識及び技術を教授研究するととも
　に、ヒューマンサービスを実践できる人材及び地域や国際社会で活躍できる人材を育成す
　るため、（大）公立大学法人神奈川県立保健福祉大学に運営費を交付する。

41億5,358万円

②  看護師等修学資金貸付事業費
　　看護職員等の確保及び県内定着を図るため、看護職員等養成施設に在学する者に対し、
　修学資金の貸付けを行う。

1億6,631万円

③　看護師等養成所運営費補助
　　看護職員の養成、確保を推進するため、看護師等養成所の運営費に対して補助する。

4億8,916万円

〇　その他　看護実習受入拡充事業費補助など 1億  266万円

  イ　離職防止

④　院内保育所支援事業
　　医師、看護職員の離職防止と再就業促進のため、病院等が行う院内保育事業の運営費等
　に対して補助する。

1億8,668万円

⑤　新人看護職員研修事業費補助
　　新人看護職員の看護の質の向上を図るとともに早期離職を防止するため、各病院等が行
　う新人看護職員研修に対して補助する。

1億　 22万円

⑥　看護業務等アシスト機器導入支援事業費補助
　　病院での看護職員等の負担軽減及びタスクシフトを図るため、患者の移乗支援、入浴支
　援などのアシスト機器の導入費用を補助する。

2,310万円

〇　その他　看護師等資質向上推進事業費など 595万円

 ウ　再就業の促進
一部 ⑦　医療機関看護職員等確保・育成支援事業費

   【かながわ新型コロナウイルス感染症医療・福祉応援基金活用事業】
　　医療現場の負担を軽減し、新型コロナウイルス感染症に対応する医療従事者を応援する
　ため、看護職員等の確保を図る神奈川モデル認定医療機関等に支援金を給付する。また、
　看護職員等の就労を促進するため、新たに就業者本人も給付対象とする。

1億6,400万円

〇　その他　ナースセンター運営費など 4,825万円

 エ　卒後教育の充実　

⑧　訪問看護推進支援事業
　　在宅医療の進展及び高度・多様化する訪問看護のニーズに対応するため、在宅医療への
　支援のあり方を検討するとともに、訪問看護師の養成・確保・定着を図り、訪問看護の提
　供体制を整備する。

2,555万円

⑨　精神科看護職員研修事業費補助
　　　良質な看護サービスを提供するため、精神科看護に従事する看護職員を対象とした認知
　行動療法等の研修費用に対して補助する。

70万円

(2) 外国人看護師候補者の支援 731万円

⑩　ＥＰＡ外国人看護師候補者の支援
　　経済連携協定（ＥＰＡ）に基づき、インドネシア、フィリピン及びベトナムから入国し
　た外国人看護師候補者を支援するため、国家試験対策講座を実施するとともに、施設が行
　う学習支援に対して補助する。

731万円

(3) その他医療従事者の確保 293万円

⑪　歯科衛生士・歯科技工士人材養成確保事業費補助
　　歯科衛生士、歯科技工士の人材確保及び在宅歯科医療に対応できる人材育成のための普
  及啓発費用に対して補助する。

253万円

〇　その他　在宅歯科口腔咽頭吸引実習事業費補助 39万円

Ⅲ　保健・医療・福祉人材の育成と確保・定着

    地域包括ケアシステムの構築に向けて、実践能力の高い看護師の養成や再就業の促進など看護人
  材の確保とともに、介護機器等の導入により看護職員等の負担軽減を図る。また、福祉・介護人材
　の養成・確保のため、介護分野での就労未経験者の参入促進や介護支援専門員の資質向上等に取り
  組む。

区分

新

新
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主な事業名及び事業概要 ５年度当初予算額

(4) 福祉・介護人材の確保対策 8億3,732万円

 ア　福祉・介護人材の確保・定着対策の充実

⑫　地域生活移行を担う人材の充実
  　地域生活移行を担う福祉人材を確保するため、インターンシップをはじめとする各種支
　援や研修を行うほか、地域生活移行を推進する専門人材を県独自に位置付ける。

5,491万円

⑬　かながわ福祉人材センター事業費
　　福祉・介護人材の確保・定着を図るため、かながわ福祉人材センターにおいて、福祉人
　材の就労相談･あっせん、求職者への研修及び調査研究事業等を行う。

2,766万円

⑭  かながわ福祉人材センター機能強化事業費
　　地域密着型の就職支援を展開するとともに､福祉の仕事の魅力普及啓発事業等を行う。
　また、かながわ福祉人材センターにキャリア支援専門員を配置し、専門性を活かしたきめ
　細かな就労マッチング支援や労働環境の整備等に向けた助言等を行う。

6,718万円

⑮　介護人材確保促進事業費
　　「介護フェアinかながわ」の開催や動画の作成等を通じて、広く県民に対して介護の仕
　事の魅力を発信する。また、要介護度の維持・改善、人材育成、処遇改善に成果をあげた
　介護サービス事業所を表彰し、更なる取組へのインセンティブとなる奨励金（１事業所
　100万円）を交付する。

5,874万円

⑯　外国人介護福祉士候補者支援事業費
　　経済連携協定（ＥＰＡ）に基づき、インドネシア、フィリピン及びベトナムから入国し
　た外国人介護福祉士候補者を支援するため、国家試験対策講座を実施するとともに、施設
　が行う学習支援に対して補助する。

8,169万円

⑰　外国人留学生介護分野受入環境整備事業費
　　外国人の介護業務への就労を支援するため、留学生等と介護施設とのマッチング事業を
　行う。また、介護施設が受け入れた留学生に給付する学費や住居費等に対して補助する。

2,930万円

⑱　外国人介護人材受入施設環境整備事業費補助
　　介護施設等における外国人介護人材の受入れを支援するため、施設等が行うコミュニ
　ケーションを促進する取組等に対して補助する。

918万円

⑲　介護未経験者参入促進事業費
　　福祉・介護人材の参入を促進するため、介護分野での就労未経験者を対象に、初任者研
　修等を行うとともに、介護サービス事業所等への就労までを一貫して支援する。また、介
　護助手の導入促進等を図るとともに、介護現場における多様な働き方の導入に向けたモデ
　ル事業を実施する。

1億　434万円

⑳　介護人材参入促進事業費補助
　　福祉・介護人材の参入を促進するため、政令市が行う介護分野での就労未経験者を対象
　にした初任者研修等の実施から介護サービス事業所等への就労までを一貫して支援する事
　業に対して補助する。また、市町村が行う介護の仕事の普及啓発事業に対して補助する。

3,932万円

㉑　求職者と介護業界のマッチング支援事業費
　　求職者の生活の安定と本県の喫緊の課題である介護人材確保のため、求職者に対して、
　本人の適性に合った介護事業所等とのマッチング及び業務に必要な知識・技術などの習得
　を支援する。

4,781万円

〇　その他　介護事業経営マネジメント支援事業費など 1億6,012万円

 イ　福祉・介護現任者教育の充実と専門性の向上

㉒　介護職等資質向上研修事業費
　　　地域包括ケアシステムの中核を担う介護支援専門員の資質向上を図るため、多職種連携
　に関する研修を行う。また、職員が円滑に職務に取り組むことができるよう支援するた
　め、介護事業所に就労した介護職員を対象に、交流会などを行う。

1,928万円

㉓　現任職員キャリアアップ支援事業費補助
　　個々の介護事業所が抱える個別課題の解決を支援するため、市町村が行う介護事業所の
  現任職員を対象とした講師派遣型研修事業に要する経費を補助する。

270万円

〇　その他　介護支援専門員研修事業費など 1億3,504万円

63億1,376万円

【⑫インターンシップ、⑬～㉓】

【⑫専門人材】　　　福祉子どもみらい局福祉部障害サービス課　課長　髙橋  電話 045-210-4702

区分

【⑨】　　　　　　　健康医療局保健医療部　　精神保健医療担当課長　渡邊  電話 045-285-0227

合 計

問合せ先
【①～⑧、⑩、⑪】　健康医療局保健医療部　　保健医療人材担当課長　西海　電話 045-210-4742

　　　　　　　　　　福祉子どもみらい局福祉部地域福祉課　　　課長　河田　電話 045-210-4740

新

新
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１　目　的

２　予算額　　９３億　５２３万円

３　主な事業内容

区分 主な事業名及び事業概要 ５年度当初予算額

(1) バリアフリーの街づくりと心のバリアフリーの推進　 8,346万円

①　障がい者文化芸術普及支援事業費
　　年齢や障がい等にかかわらず、誰でも文化芸術を鑑賞・創作・発表できる機会を提供す
  るため、事業所への相談支援、人材の育成、作品発表や舞台発表などを行うとともに「と
  もいきアート」として障がい者等のアート作品を創作・展示する場の創出等を行う。

2,672万円

②　みんなのバリアフリー街づくり推進事業費
　　バリアフリーの街づくりの取組を推進するため、「神奈川県バリアフリー街づくり推進
　県民会議」を通して、広く県民意見を収集するとともに、普及啓発事業を行う。また、カ
　ラーバリアフリー等の普及促進を図るため、事業者や施設管理者等を対象とした研修会を
　開催するほか、アドバイザーの派遣等を行う。

504万円

③　障害者理解促進事業費
　　障がいに対する理解を促進するために、内部障がい等の方を対象としたヘルプマークの
　普及啓発や企業等における心のバリアフリー推進員の養成等を行う。

589万円

○　その他　ともに生きる社会推進事業費など 4,579万円

86億7,844万円

④　生活困窮者自立促進支援事業費
　　自立相談支援機関の相談支援員が生活困窮者から相談を受け、就労等による自立に向け
　た支援を行う。また、社会資源の広域的な開拓や市域を越えたネットワークづくり事業を
　行う。

7,217万円

⑤　ワンストップ支援推進事業費
　　生活困窮者が地域において自立した生活を送れるよう、相談窓口の周知、出張相談会、
　相談支援員の研修等を行い、一人ひとりの状況に応じ、相談から就労等までの寄り添った
　支援を行う。

749万円

⑥　住居確保給付金支給費
　　離職または休業等により、経済的に困窮し住居を失うおそれがある方へ、家賃相当分の
　給付金を一定期間支給する。

1,249万円

⑦　生活困窮世帯の子どもの健全育成事業費
　　生活困窮世帯の子どもの健全育成のため、子ども支援員を配置し、家庭訪問等を行うと
　ともに、家庭学習を補完する学習の場や安心して過ごせる居場所を運営する。

3,679万円

⑧　被保護者就労支援事業費
　　就労による経済的自立を支援するため、保健福祉事務所に就労支援員を配置し、生活保
　護受給者に対する就労意欲の喚起のための面接指導、公共職業安定所への同行訪問、就労
　後の職場定着に向けた相談等を行う。

2,241万円

⑨　自立支援プログラム策定実施事業費
　　生活保護受給者の経済的、社会的、日常生活の面での自立を支援するため、保健福祉事
　務所において社会貢献活動や、中間的就労の機会を提供するなど、一人ひとりの生活保護
　受給者にとって必要な支援を行う。

2,695万円

⑩　生活保護適正実施事業費
　　生活保護制度の適正な運営を図るため、生活保護の認定事務に係る各種調査の充実及び
　医療扶助の診療報酬明細書の点検等を行う。

6,877万円

Ⅳ　ともに生き支えあう地域社会づくり

 　 共生社会の実現に向け、障がい者の文化芸術の普及支援等バリアフリーの街づくりと心のバリア
　フリーを推進する。
　  また、生活困窮者が地域において自立した生活を送れるよう、一人ひとりの状況に応じ、相談か
　ら就労等までの寄り添った支援を行う。

(2) 生活を支える福祉の充実
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区分 主な事業名及び事業概要 ５年度当初予算額

⑪　生活保護扶助費
　　健康で文化的な最低限度の生活を保障し、県民生活の安心を支えるため、県所管域の生
　活困窮者に対して、生活保護法に基づき扶助費を支給する。

82億8,052万円

一部

⑫　ケアラーへの支援
　　各種支援制度のはざまに陥りがちなケアラー(家族などを介護する人)を支援するため、
　相談窓口（電話及びＳＮＳ）や支援専門員を設置するほか、ケアラーの居場所づくりを行
　う団体等に対して補助する。また、新たに若者ケアラー（概ね18～24歳）等への家事支援
　を行う。

7,183万円

○　その他　遺族等対策費など 7,898万円

3億1,151万円

⑬　福祉サービス第三者評価推進事業費補助
　　福祉サービスの質の向上及び利用者のサービス選択を支援するため、福祉サービス事業
　者を対象とする第三者評価機関の認証、評価調査者の研修や、評価結果の公表等を行う
　かながわ福祉サービス第三者評価推進機構の運営等に対して補助する。

1,005万円

⑭　福祉サービス利用援助事業費補助
　　判断能力が十分でない高齢者や障がい者等の権利擁護を推進するため、福祉サービス利
　用に関する援助や、日常的な金銭管理の支援等を行う日常生活自立支援事業に対して補助
　する。

1億2,270万円

⑮　福祉サービス苦情解決事業費補助
　　福祉サービス利用者の権利擁護を推進するため、福祉サービスへの苦情に対する相談・
　助言・あっせん等を行う苦情解決事業に対して補助する。

2,564万円

⑯　権利擁護推進事業費（医療介護基金）
　　成年後見制度の第三者後見の担い手を育成するため、法人後見担当者の人材育成等を行
　う。また、市町村が行う市民後見人の人材育成、活動支援に対して補助する。

9,103万円

⑰　かながわ成年後見推進センター事業費
　　判断能力が十分でない高齢者や障がい者等の権利擁護を推進するため、成年後見制度の
　相談や法人後見の支援等を行うかながわ成年後見推進センターを運営する。

2,136万円

○　その他　地域生活定着支援事業費など 4,071万円

1億7,724万円

⑱　聴覚障がい児等手話言語獲得支援事業費
　　聴覚障がいのある乳幼児の手話言語獲得を支援するため、乳幼児及び保護者を対象に、
　絵本の読み聞かせや手話遊びなど、大人のろう者とふれあう手話交流会等を開催する。

633万円

⑲　手話言語普及推進事業費
　　ろう者とろう者以外の者の相互理解を深めるため、手話講習会や手話普及推進イベン
　ト、県民意見反映手続に係る手話動画の作成及び県出先機関での遠隔手話通訳サービス等
　を行う。

1,258万円

○　その他　神奈川県聴覚障害者福祉センター指定管理費 1億5,833万円

5,456万円

⑳　重層的支援体制整備事業交付金
　　「高齢」、「障がい」、「子ども」など、属性を問わない包括的な支援体制の円滑な運
　営を図るため、社会福祉法に基づき市町村が行う重層的支援体制整備事業（多機関協働事
　業分）に要する経費を負担する。

4,949万円

㉑　重層的支援体制構築支援事業費
   「高齢」、「障がい」、「子ども」など、属性を問わない包括的な支援体制づくりに取
　り組む市町村に対して、職員等を対象とした研修や、アドバイザー派遣等を行う。

507万円

93億  523万円

　【⑫】　　　　福祉子どもみらい局福祉部高齢福祉課　　　　　課長　垣中　電話 045-210-4830

　【①相談支援、③】

　【⑦～⑪】　　福祉子どもみらい局福祉部生活援護課　　　　　課長　大澤　電話 045-210-4900

(3) 福祉サービスを安心して利用することができるしくみづくり　

(4) 手話を利用しやすい環境の整備

合 計

　問合せ先
　【①アート】　福祉子どもみらい局共生推進本部室　　共生担当課長　小手　電話 045-285-0737

　【②、⑬～㉑】福祉子どもみらい局福祉部地域福祉課  　　　　課長　河田　電話 045-210-4740

(5) 市町村における包括的な支援体制の整備

　【④～⑥】　　福祉子どもみらい局福祉部　生活困窮者対策担当課長　太田　電話 045-285-0864

　　　　　　　　福祉子どもみらい局福祉部障害福祉課　　　　　課長　鳥井  電話 045-210-4700

新

新
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１　目　的

２　予算額　　８７４億１，００８万円

３　主な事業内容

主な事業名及び事業概要  〔　〕は、〔４年度→５年度〕への数値を示す。 ５年度当初予算額

(1)　結婚・妊娠・出産・育児の切れ目ない支援 93億5,498万円

①　小児医療費助成事業費補助
　　市町村が実施する小児医療費の助成制度に対して、通院した際の補助対象年齢を、これ
　までの就学前（６歳）までから、小学校卒業（12歳）まで引き上げた上で補助する。

60億    8万円

②　出産子育て応援事業費補助
　　全ての妊婦・子育て家庭が安心して出産・子育てができる環境を整備するため、妊娠期
　から出産・子育てまでの一貫した伴走型相談支援の充実と、妊娠届出や出生届出を行った
　妊婦等への経済的支援を、一体として実施する市町村に対して補助する。

32億6,025万円

③　恋カナ！プロジェクト事業費　【４年度２月補正予算】
　　結婚に向けた機運醸成を図るため、新たに市町村等と連携したイベントを開催するとと
　もに、結婚支援コンシェルジュを配置し、市町村や結婚を希望する方を支援する。

(2,408万円)

④　女性の活躍応援団支援事業費
　　女性の活躍を推進する社会的ムーブメントを拡大させるため、「かながわ女性の活躍応
　援団」による全体会議や取組紹介冊子の作成・配布を行うほか、男性が家事・育児に参画
　しやすい職場環境をつくるため、新たに企業等の経営層向けセミナーを実施する。

532万円

⑤　地域少子化対策重点推進交付金事業費
　　　結婚、妊娠・出産、乳児期を中心とする子育てに温かい社会づくり・機運の醸成に取り
　組むとともに、結婚新生活の経済的支援などに取り組む市町村に対して補助する。

7,679万円

○  その他　妊娠・出産支援事業費など 1,253万円

(2)　幼児期の教育・保育の提供体制の確保・充実等 759億2,170万円

ア　保育士をはじめとした子育て支援人材の確保・育成

⑥　地域限定保育士試験実施事業費
　　国家戦略特区の活用により県独自の地域限定保育士試験を実施し、保育士を確保する。

6,488万円

⑦　保育体制強化事業費補助
　　地域の子育て経験者など多様な人材を保育に係る周辺業務に活用することで、保育士の
　負担を軽減し、保育士の就業継続・離職防止を図る市町村に対して補助する。

2億2,386万円

⑧　保育エキスパート等養成事業費
　　一定の経験を積んだ保育士等を対象に、アレルギー、乳児保育など各分野のスペシャリ
　スト(保育エキスパート)等を養成し、保育の質の向上と就業継続の支援を行う。

8,002万円

⑨  放課後児童支援員認定資格研修事業費
    放課後児童クラブに従事する放課後児童支援員に対し、必要な知識や技能等を習得する
　ための研修を実施する。

2,096万円

○  その他　放課後児童支援員等資質向上研修事業費など 1億3,798万円

イ　質の高い教育・保育サービスの提供への支援

⑩　私設保育施設等利用給付費負担金
　　少子化対策のため、私設保育施設(認可外保育施設)や幼稚園の預かり保育等の利用料を
　負担する。

9億7,855万円

⑪　施設型給付費負担金（保育所・幼稚園・認定こども園）
　　市町村が実施する保育所等への給付費の一部を負担する。

535億2,943万円

⑫　地域型保育給付費負担金(小規模保育･家庭的保育･居宅訪問型保育･事業所内保育)
　　市町村が実施する小規模保育等への給付費の一部を負担する。

46億9,504万円

⑬　私立幼稚園利用給付費負担金
　　少子化対策のため、子ども・子育て支援新制度に移行していない幼稚園(私学助成園)の
　利用料を負担する。

41億4,798万円

⑭　私立幼稚園等預かり保育推進費補助
　　保育ニーズに対応するため、正規の教育時間前後や休業日に預かり保育を実施する幼稚
　園等に対して補助する。

3億1,352万円

⑮　インクルーシブ保育・養育推進事業費
　　効果的な「インクルーシブ保育・養育」実現のため、有識者による検討会を開催する。

101万円

〇　その他　幼児教育無償化自治体事務費補助など 9億3,804万円

Ⅴ　子ども・子育てへの支援

　　すべての子どもが幸福で健やかに成長できる社会の実現に向けて、結婚や子育ての機運醸成を図
　る。また、国家戦略特区を活用した県独自地域限定保育士試験の実施など、保育士をはじめとする
　子育て支援人材の確保・育成や、待機児童対策を一層推進するための方策に取り組む。
    さらに、幼児期の教育・保育の提供体制の確保・充実等に向けた質の高い教育・保育サービスの
　提供を進めるとともに、多様なサービスの充実のため、市町村などの取組を支援する。

区分

一部

一部

一部

新

新

新

新
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主な事業名及び事業概要  〔　〕は、〔４年度→５年度〕への数値を示す。 ５年度当初予算額

ウ　地域子ども・子育て支援事業の充実

⑯　地域子育て支援拠点事業費補助
　　乳幼児とその保護者同士が交流する場の提供や、育児の相談等を行う子育て支援拠点の
　運営を行う市町村に対して補助する。〔301箇所→309箇所〕

7億4,686万円

⑰　病児･病後児保育事業費補助
　　病気や病後の児童を保護者が家庭で保育できない場合に、病院・保育所等の付設スペー
　スで預かる事業を実施する市町村に対して補助する。

3億3,589万円

⑱　病児保育支援事業費補助
　　利用者の利便性を向上させるため、病児保育施設のＩＣＴ化を進める市町村に対して補
　助する。

350万円

２ 〇　その他　乳児家庭全戸訪問事業費補助など 31億7,069万円

エ　放課後児童クラブへの支援の充実

⑲　放課後児童健全育成事業費補助
　　保護者が仕事等により家庭にいない小学生に対し、放課後の居場所を提供する放課後児
　童クラブの運営と、放課後児童支援員等の処遇改善に取り組む市町村に対して補助する。

63億7,708万円

〇　その他　放課後児童健全育成事業費補助(投資) 1億5,635万円

(3)　待機児童対策の一層の推進 21億3,339万円

 ア　待機児童解消に向けた受け皿の確保等
一部

⑳　医療的ケア児に対する支援
　　保育のため､看護師等の医療的ケア児サポーターの雇用を支援する市町村(政令市・中核
  市を除く)に対して補助するとともに、アドバイザーを市町村や保育所等に派遣する。
　　また､医療的ケア児支援の総合調整を担うコーディネーターの養成研修等を行う。

5,372万円

㉑　低年齢児受入対策緊急支援事業費補助
　　低年齢児(０歳)の受入れのため、年度途中に定員超過して受け入れるための保育士の年
　度当初からの雇用を支援する市町村（政令市・中核市を除く）に対して補助する。

6,670万円

〇　その他　要保護児童保育所受入促進事業費補助など 7,575万円

イ　保育所等の整備に対する支援

㉒　保育所等緊急整備事業費補助等
　　待機児童対策を推進するため、保育所の緊急整備や認定こども園、小規模保育所の整備
　等を支援する市町村に対して補助する。
    〔保育所110箇所整備、定員約157,400人→約160,750人（約3,350人増)〕
    〔認定こども園26箇所整備、定員約15,240人→約15,400人(約160人増)〕
    〔小規模保育所等31箇所整備、定員約9,180人→約9,770人(約590人増)〕

8億8,892万円

〇　その他　都市部保育所等賃借料支援事業費補助など 10億2,398万円

ウ　保育の質の向上

㉓　認可外保育施設巡回指導事業費
　　認可外保育施設に対して、重大事故の防止を目的とした研修の実施や、睡眠中、食事中
　等の重大事故が発生しやすい場面での巡回指導を行う。

1,140万円

〇　その他　保育事業指導事務費 1,289万円

874億1,008万円

(80億円)

【⑳研修等】  福祉子どもみらい局子福祉部障害福祉課　　　　  課長　鳥井　　電話 045-210-4700

【⑬､⑭】　   福祉子どもみらい局子どもみらい部私学振興課　　課長　山中　　電話 045-210-3760 

【③】　 　　 福祉子どもみらい局子どもみらい部青少年課　　　課長　長島　　電話 045-210-3830

区分

合 計

問合せ先

【⑤～⑫、⑯～㉔】
 　　　　　　 福祉子どもみらい局子どもみらい部次世代育成担当課長　深石　  電話 045-210-4660

【①】　 　　 福祉子どもみらい局子どもみらい部子ども家庭課  課長　長谷川　電話 045-210-4650
【②】　 　　 健康医療局総務室　　　　　　　　　企画調整担当課長　埋橋　  電話 045-210-4612

【④】　 　　 福祉子どもみらい局共生推進本部室
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　人権男女共同参画担当課長　宮﨑　　電話 045-210-3630

【⑮】　 　 　福祉子どもみらい局総務室　　　　　企画調整担当課長　清水　　電話 045-210-3620

【参考】令和４年度２月補正予算

㉔　子ども・子育て基金積立金
　　子どもが健やかに成長し、県民が安心して子どもを生み育てることができる社会の実現を
　目指し、令和５年度以降の子ども・子育て施策に活用するため、資金を基金に積み立てる。

新

新

16



１　目　的

２　予算額　　　１，４９４億１，６２４万円

３　主な事業内容

主な事業名及び事業概要 ５年度当初予算額

(1) 地域で取り組む“かながわ”の生活困窮支援子どもの貧困対策 1,417億7,302万円

 ア　教育の支援
一部

①　スクールカウンセラー等の配置拡充
　　スクールカウンセラー及びスクールソーシャルワーカーの配置を拡充し、相談体制を強
　化する。また、困難を抱える子どもを早期に把握し、相談から医療・福祉へとつなぐ「か
　ながわ子どもサポートドック」を新たに実施する。

8億9,100万円

②　高等学校等就学支援金支給費
　　授業料に充てるための高等学校等就学支援金を一定の収入額未満の世帯に支給する。

202億3,678万円

③　私立高等学校等生徒学費補助
　　私立高校等に通う家庭の経済的負担軽減のため、年収約700万円未満の世帯及び約800万
　円未満の多子世帯（15歳以上23歳未満の扶養している子が３人以上いる世帯）の授業料並
　びに住民税非課税世帯までの入学金の実質無償化を継続する。

36億7,854万円

④　母子父子寡婦福祉資金貸付金
    母子家庭等の配偶者のない者で現に児童を扶養している者や寡婦に対して修学資金等の
　各種資金の貸付けを行う。

3億5,000万円

○　その他　高校生等奨学給付金事業費、施設型給付費負担金など 692億6,927万円

  イ　生活の安定に資するための支援

⑤　生活困窮世帯の子どもの健全育成事業
　  生活困窮世帯の子どもの健全育成のため、子ども支援員を配置し、家庭訪問等を行うと
　ともに、家庭学習を補完する学習の場や安心して過ごせる居場所を運営する。

3,679万円

一部 ⑥　子ども・若者未来応援推進事業費
　  進学や就職に困難を抱える若者たちを応援するため、ＮＰＯ法人が行う進学等を応援す
　る活動や、新たにアウトリーチによる寄り添い支援に対して補助する。

1,328万円

○　その他　放課後児童健全育成事業費補助など 191億5,399万円

 ウ　保護者に対する職業生活の安定と向上に資するための就労の支援
一部

⑦　母子家庭等の自立支援の強化
　　母子家庭等の経済的自立を支援するため、就業相談等による就業支援や養育費相談支援
　を行うとともに、養育費支払の履行を確保するため、新たに弁護士委任（養育費取決め・
　強制執行）費用や保証契約費用に対して補助する。

2,104万円

⑧　ひとり親家庭住宅支援資金貸付事業費補助
　　自立に向け意欲的に取り組むひとり親の就業・自立を促進するため、住宅の借り上げに
　必要となる資金を貸し付ける県社会福祉協議会に対して補助する。

4,176万円

⑨　総合職業技術校等における職業訓練の推進
　　ひとり親家庭の保護者の就労を支援するため、総合職業技術校及び民間教育訓練機関の
　職業訓練に「ひとり親家庭優先枠」を設ける。

9億1,406万円

○　その他　高等職業訓練促進給付金等支給費など 5億5,009万円

 エ　経済的支援

⑩　児童扶養手当給付費
　　離婚等により、父又は母と生計を同じくしていない児童について、手当を支給する。

8億6,496万円

⑪　児童手当負担金
    児童を養育している者に対して市町村が支給する児童手当の一部を負担する。

181億9,879万円

〇  その他　ひとり親家庭等医療費助成事業費補助など 75億1,804万円
 オ　社会全体で子どもの貧困対策に取り組むための基盤づくり
一部

⑫　子ども食堂支援事業費
　  子ども食堂の活動継続を支援するため、新しい生活様式に対応した取組を行う子ども食
　堂運営者に協力金を支給する。また、子ども食堂同士のネットワーク化を推進するととも
　に、寄附受入や物流の調整を行うマッチングコーディネーターを新たに配置する。

2,566万円

⑬　子どもの貧困実態把握調査費
　  計画改定や施策立案につなげるため、県内の子どもの貧困実態把握調査を行う。

797万円

○　その他　子どもの貧困対策の推進に関する取組 91万円

Ⅵ　支援を必要とする子ども・家庭への取組

　　子どもの現状及び将来が生まれ育った環境に左右されることや、貧困が世代を超えて連鎖するこ
　とのないよう、県と市町村が一体となって総合的な取組を行い、子どもの貧困対策を推進する。
　　また、児童虐待など社会的養護を必要とする子どもへの対応や、ＳＮＳを活用した相談を実施す
　るとともに、ひきこもり等の自立支援に取り組む。

区分

新

新

新

新

新
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主な事業名及び事業概要 ５年度当初予算額

(2) 児童虐待等社会的養護を必要とする子どもへの対応 72億1,835万円

⑭ 施設等入所児童の措置に要する費用
児童虐待等により児童養護施設等に措置委託した児童の養育に対する費用を支払う。

42億6,773万円

⑮ 県立児童福祉施設入所者処遇費
児童虐待等により､県立児童福祉施設に入所した児童を養育するための費用を支出する｡
＊児童が使用するスポーツ用具等の購入に、ふるさと納税等による寄附金を活用。

2億  165万円

⑯ 大和綾瀬地域児童相談所移転工事費
令和３年４月に中央児童相談所（所在地：藤沢市）と同一建物内に設置した大和綾瀬地

　域児童相談所について、令和７年度に所管区域内の綾瀬市の市有地「旧綾瀬市保健医療セ
ンター」へ移転するため、実施設計及び改修工事を実施する。

3,280万円

⑰ 児童虐待防止対策の強化
児童相談所において、警察や医療機関等と連携するとともに、虐待の未然防止の一層の

　推進を図るため、しつけの体罰禁止を、幼児から大人まで幅広く普及啓発する。
6,188万円

⑱ 子どもの権利擁護の推進
児童養護施設等に入所中の子どもたちが自ら意見表明できる機会を確保するため、子ど

　もの意見を汲み取り代弁する取組を推進する。また、令和６年度に施行される改正児童福
　祉法により入退所時等の意思確認が義務化されるため、新たに準備検討会の開催及び意見
　表明支援員の養成研修を行う。

2,003万円

⑲ ケアリーバーへの支援
ケアリーバー（児童養護施設等を退所した者）の孤独・孤立を防ぐため、医療連携、法

　律相談、アウトリーチ生活支援を実施するとともに、新たに県央地域に一時的な滞在場所
　及び相談室を設置し、機能を強化する。

1億2,923万円

⑳ ケアラーへの支援
各種支援制度のはざまに陥りがちなケアラー（家族などを介護する人）を支援するため、

　相談窓口や支援専門員を設置するほか、ケアラーの居場所づくりを行う団体等に対して補
　助する。また、新たに若者ケアラー（概ね18～24歳）等への家事支援を行う。

4,551万円

㉑　里親支援事業費
　　里親制度を推進するため、里親への相談支援、里親制度の普及啓発、委託調整の取組を
　強化する。また、「里親センター」を運営し、養子縁組に関する相談体制を整備する。

7,592万円

〇  その他　民間児童福祉施設整備借入償還金補助など 23億8,357万円

(3) ＳＮＳを活用した相談の実施 2億6,489万円

㉒　ＳＮＳを活用した相談事業費
　　児童虐待、子どもの貧困、ＤＶ、ひきこもり、子ども・若者の悩み、いじめ、予期しない妊
　娠、いのちの相談、ケアラー、医療的ケア児について、ＳＮＳを活用した相談を実施する。

2億6,489万円

(4) ひきこもり等自立支援の推進ひきこもり等自立支援の推進 1億5,997万円

㉓　ひきこもり等青少年相談事業等
　　ひきこもり等の当事者や家族を支援するため「ひきこもり地域支援センター」で電話相
　談等を行うほか、医師・弁護士等の多職種支援チームにより、伴走支援を行う市町村等を
　支援する。また、県内のひきこもり相談窓口を周知するため、Ｗｅｂ広告を実施する。

6,178万円

㉔　メタバースを活用した社会参加支援
　　ひきこもり等の当事者の社会参加を支援するため、他者と交流可能な居場所を仮想空間

（メタバース）上に試験的に設置し、外出せずに気軽に参加できるイベントを実施する。
1,100万円

○ その他　生活困窮者自立促進支援事業費など 8,719万円

1,494億1,624万円

健康医療局総務室　 　企画調整担当課長　埋橋　  電話 045-210-4612

福祉子どもみらい局子どもみらい部子ども家庭課　課長　長谷川　電話 045-210-4650

【㉒予期しない妊娠、いのちの相談】

【㉓、㉔】　　福祉子どもみらい局子どもみらい部青少年課 課長　長島　　電話 045-210-3830

【㉒児童虐待、子どもの貧困、ＤＶ、ひきこもり、子ども・若者、ケアラー、医療的ケア児】

【⑤、⑥】　  福祉子どもみらい局福祉部　　生活困窮者対策担当課長　太田　　電話 045-285-0864
【⑨】　  産業労働局労働部産業人材課  課長　井上　　電話 045-210-5700　
【⑫、⑬】　  福祉子どもみらい局子どもみらい部次世代育成担当課長　深石　  電話 045-210-4660
【⑳】 福祉子どもみらい局福祉部高齢福祉課 課長　垣中　　電話 045-210-4830

福祉子どもみらい局総務室 企画調整担当課長　清水　　電話 045-210-3620

区分

合 計

【②県立高校】教育局行政部財務課   課長　山下　　電話 045-210-8100

【㉒いじめ】  教育局支援部学校支援課  課長　能條　  電話 045-210-8210

【④､⑦､⑧､⑩､⑪､⑭～⑲､㉑】

【②私立高校､③】　

【①】　　　　教育局支援部子ども教育支援課 課長　下反　　電話 045-210-8212
問合せ先

一部

一部

一部

　 福祉子どもみらい局子どもみらい部私学振興課  課長  山中 　電話 045-210-3760

新

新

新

新
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① 私立学校経常費補助 427億5,113万円

417億8,637万円

 9億6,475万円

私立高等学校等
教育改革推進費
補助

5億2,422万円

私立幼稚園等預
かり保育推進費
補助

3億1,352万円

私立幼稚園等地
域開放推進費補
助

1億2,700万円

17億1,304万円

98億6,082万円

35億　149万円

1億7,705万円
⑤ 外国人学校生徒等
学費補助金

　外国人学校に通う子ども達が安心して学ぶことができるよう、所得に
応じて学費負担の軽減を図るために補助する。

② 私立幼稚園特別支
援教育費補助

　障がいのある幼児とともに学び、ともに育つ保育を推進するため、障
がいのある幼児を受け入れる幼稚園に対して補助する。

③ 高等学校等就学支
援事業費

　家庭の状況にかかわらず、すべての意志ある高校生等が安心して勉学
に打ち込める社会をつくるため、私立高校生等に対して就学支援金を支
給することにより、世帯の教育費負担を軽減する。
　補助対象　高等学校､中等教育学校（後期課程）､

専修学校（高等課程）等

　補助単価
    授業料 年収約590万円未満世帯    396,000円※

～910万円未満世帯 　 118,800円
※通信制は297,000円が限度額

④ 私立高等学校等生
徒学費補助金等

　私立高校等に通う家庭の経済的負担軽減のため、年収約700万円未満の
世帯及び約800万円未満の多子世帯（15歳以上23歳未満の扶養している子
が３人以上いる世帯）の授業料並びに住民税非課税世帯までの入学金の
実質無償化を継続する。
　補助対象　高等学校､中等教育学校後期課程､専修学校（高等課程）
　補助単価
　　入学金 ～非課税世帯　 210,000円

年収約750万円未満世帯　 100,000円
    授業料 ～590万円未満世帯    60,000円

～700万円未満世帯　 337,200円
～750万円未満世帯　  74,400円

（多子世帯への加算）
    授業料　年収約700～750万円未満世帯　 262,800円

～800万円未満世帯   337,200円
～910万円未満世帯    74,400円

　地域との連携を深めるため、保護者に対する教育相談事業や地域との
ふれあい交流事業などを行う幼稚園等に対して補助する。

Ⅶ　私立学校教育の振興・就学支援の推進

１　目　的

　学校教育における私立学校の果たす重要な役割に鑑み、私立学校の教育条件の維持向上、修学上の経済的
負担の軽減及び私立学校の経営の健全性の向上を図る。

２　予算額　　６６０億　　４２９万円

３　主な事業内容

主な事業名及び事業概要 ５年度当初予算額

一 般 補 助

　教育条件の維持向上、修学上の経済的負担の軽減及び学校経営の健全
性の向上を図るため、私立学校の経常的な経費及び特色ある教育、生理
の貧困対策やヤングケアラーに関する周知・啓発などの取組に対して補
助する。

特 別 補 助

　教育の質の向上を図る私立学校に対して補助する。また、不登校生徒
の進路確保のため、不登校生徒の受入体制を整備している私立高等学校
に対して補助する。

　保育ニーズに対応するため、正規の教育時間前後や休業日に預かり保
育を実施する幼稚園等に対して補助する。
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主な事業名及び事業概要 ５年度当初予算額

6億  225万円

2,016万円

330万円

390万円

722万円

7億2,678万円

9億5,361万円

41億4,798万円

2,462万円

11億9,042万円

3億2,046万円

660億  429万円合 計

⑮ 私立専門学校修学
支援負担金

　少子化対策のため、低所得世帯であっても社会で自立し活躍できる人
材を育成する大学等において修学できるよう、高等教育の修学支援（授
業料等減免）を着実に実施する。

○ その他
　私立幼稚園施設整備費等補助、私立学校審議会費、私立学校指導事務
費ほか

⑬ 私立幼稚園利用給
付費負担金

　少子化対策のため、子ども・子育て支援新制度に移行していない幼稚
園（私学助成園）の利用料を負担する。

⑭ 実費徴収補足給付
事業費補助（私立
幼稚園）

　低所得世帯等の園児を対象に、副食材料費の経費として市町村が行う
給付費の一部を負担する。

⑩ 私立学校振興資金
利子補給費

　教育環境の充実、災害時の安全確保を図るため、私立学校が行う施設
整備に対し、その資金の融資あっせんを行うとともに、利子の一部を補
給する。
　補給率　  1.2％(償還期間10年超)

1.0％(償還期間10年以内)
　補給期間　10年間

⑪ 日本私立学校振興
・共済事業団補助金

　私立学校教職員の福利厚生を支援するため、私学共済の長期給付の一
部を補助する。
　補助率　日本私立学校振興･共済事業団 8/1000

⑫ 私立学校教職員退
職金制度補助金

　私立学校教職員の福利厚生を支援するため、退職手当金給付財源の一
部を補助する。
　補助率　私学退職基金財団 　　　　19/1000

専修各種学校退職基金財団 19/1000
私立幼稚園退職基金財団　 14/1000

⑦ 私立学校生徒学費
緊急支援補助金

　保護者の失職や倒産等により家計が急変した児童・生徒への影響を軽
減するため、授業料を軽減した私立中学校等に対して補助する。
　補助対象　中学校、小学校､中等教育学校（前期課程）
　補助単価　授業料　小・中学校等   90,000円～168,000円

⑧ 公私立学校協調事
業費

　公私立高等学校による協調事業の一環として、神奈川の高校の魅力を
アピールするとともに、中学生の志望校決定の一助とするため、「神奈
川の高校展」を開催する。また、高校生等の就労観の育成と職業意識の
向上を図る「仕事のまなび場」事業を実施する。

⑨ 私立学校施設耐震
診断調査費補助

　児童生徒等の安全確保及び災害時の避難施設としての公共性の観点か
ら、耐震診断調査を実施する私立学校に対して補助する。
　補助限度額　高等学校 　458万円、中等教育学校　453万円

小･中学校　288万円、幼稚園　206万円
専修各種学校 247万円

　補助率　2/3以内

⑥ 私立高校生等奨学
給付金事業費

　生活保護世帯、住民税所得割非課税世帯の私立高校生等に対し、授業
料以外の教育費負担を軽減するため、奨学給付金を支給する。
　支給額　住民税非課税世帯  第１子　　  年額 137,600円

第２子以降　年額 152,000円
通信制 年額　52,100円

生活保護世帯 年額　52,600円

問合せ先

福祉子どもみらい局子どもみらい部私学振興課 課長 山中 電話 045-210-3760
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１　目　的

２　予算額　　２億４,９０８万円

３　主な事業内容

主な事業名及び事業概要 ５年度当初予算額

(1) 人権施策の総合的な推進 4,394万円

ア 人権教育と人権啓発の推進

① 人権啓発推進費補助
県民への人権意識の一層の浸透を図るため、各分野で活動する人権団体等が実施する人

　権啓発講演会などの啓発活動や人権擁護活動に対して補助する。
299万円

② 人権啓発事業費
人権問題に対する県民の理解と認識を深めるため、人権メッセージ展などの開催や啓発

　資料の作成・配布など幅広い人権啓発活動を行う。
3,000万円

イ 人権尊重の視点に立った行政の推進

③ 人権施策推進費
人権がすべての人に保障される地域社会づくりを目指して策定した「かながわ人権施策

　推進指針」に基づき、人権施策の総合的な企画、調整を行うほか、性的マイノリティの当
　事者支援事業や、ヘイトスピーチ対策事業等を実施する。

744万円

④ 同和問題対策推進事業費補助
同和関係団体で構成される神奈川県地域相談連絡協議会が実施する同和対策の普及啓発

　事業や、部落差別に起因する人権侵害相談等に対して補助する。
350万円

(2) 男女共同参画社会の実現と女性の活躍支援 1億4,827万円

ア 男女共同参画社会づくりに向けた教育促進や意識啓発、女性を応援する機運の醸成

⑤ かながわ男女共同参画センター人材育成・情報発信事業費
男女共同参画社会の実現に向けて、女性の社会参画やキャリア形成支援に関する講座

　（男性の意識改革・行動変革促進を含む）、市町村等と連携した意識啓発事業や情報発信
　を実施する。

415万円

⑥ ライフキャリア教育かながわモデル発信事業費
社会に出る前の中学生・高校生を対象として、男女共同参画意識を醸成し、自分らしい

ライフプランをデザインする力を育成するため、出前講座や啓発冊子の配布によりライフ
キャリア教育の普及啓発を実施する。

159万円

一部

⑦ 女性の活躍応援団支援事業費
女性の活躍を推進する社会的ムーブメントを拡大させるため、「かながわ女性の活躍応

　援団」による全体会議や取組紹介冊子の作成・配布を行うほか、男性が家事・育児に参画
　しやすい職場環境をつくるため、新たに企業等の経営層向けセミナーを実施する。

532万円

イ 女性の活躍と参画の促進

⑧ 男女共同参画施策推進費
男女共同参画社会の実現に向けて、「かながわ男女共同参画推進プラン」を着実に推進

　する。
353万円

Ⅷ　人権施策及び男女共同参画の推進

　　人権がすべての人に保障される地域社会づくりを進めるため、「かながわ人権施策推進指針」に
　基づき各種施策を展開するとともに、男女共同参画社会の実現に向けて、「かながわ男女共同参画
　推進プラン」を着実に推進する。

区分

新
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主な事業名及び事業概要 ５年度当初予算額

ウ 異性に対する暴力の根絶と人権の尊重

⑨ かながわ男女共同参画センター相談事業費
県の「配偶者暴力相談支援センター」として、ＤＶ相談（電話・面接・専門相談な

　ど）、ＤＶ啓発事業等を実施する。
5,109万円

⑩ 配偶者等暴力対策事業費
配偶者等からの暴力の被害者支援を総合的に推進するため、被害者の一時保護、同伴児

　へのケア及び被害者の自立支援などを実施する。
5,376万円

⑪ ＳＮＳ・ＤＶ相談事業費
ＤＶ及びデートＤＶに悩む女性が相談しやすい環境を整備するため、ＳＮＳを活用した

　相談を実施する。
2,881万円

5,686万円
一部

⑫ 女性総合相談窓口の設置
不安や課題を抱える女性一人ひとりに応じた支援につなげるため、総合相談窓口を設置

　し、電話やメールに加え、新たにＳＮＳを活用した相談を実施する。また、女性専用無料
　低額宿泊所等への訪問支援や窓口等への同行支援を行うほか、生理用品の配布等を行う。

2,576万円

⑬ 女性電話相談の実施
コロナ禍における女性の様々な悩みに対応するため、女性電話相談を実施する。

599万円

⑭ ＤＶ被害者等セーフティネット強化支援事業費補助
配偶者等からの暴力被害者の自立を支援するため、民間団体が行う心理専門職の配置等

　の先進的な取組に対して補助する。
2,511万円

2億4,908万円

福祉子どもみらい局共生推進本部室　人権男女共同参画担当課長　宮﨑  電話 045-210-3630

区分

合 計

　問合せ先

(3) コロナ禍における女性への支援

新
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一部○新  神奈川県当事者目線の障害福祉推進条例

～ともに生きる社会を目指して～ に基づく取組の実践 

１ 目的 

  「神奈川県当事者目線の障害福祉推進条例 ～ともに生きる社会を目指して～ 」の実効性を

担保し、障がい者の地域生活移行等を進めることで、「どんなに重い障がいの人でも地域で輝

ける共生社会の実現」を目指す。 

２ 予算額 2億 9,276万円 

３ 主な事業内容  

一部○新 (1) 中井やまゆり園等の県立障害者支援施設における取組          7,599万円 

中井やまゆり園の改革を徹底的に進めるため、支援改善アドバイザーを配置し、指導を継

続する。 

当事者の意見を施設運営に反映するため、障がい当事者が県立施設を巡回し、職員との意

見交換を行うとともに、施設利用者の地域生活移行に向けて、日中活動やグループホーム体

験等の充実や移行先グループホームに対する補助等を行う。 

また、中井やまゆり園利用者と職員が地域と交流しながら宿泊体験する取組を新たに実施

する。 

（県立中井やまゆり園における活動の様子） 

民間企業と連携したリサイクル業務（古い手帳の解体作業） 自治体の公園里親制度と連携した花壇の手入れ 
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○新 (2) 地域資源（人）の充実                        5,491万円 

地域生活移行を担う福祉人材を確保するため、インターンシップをはじめとする各種支援

や研修を行う。 

また、地域生活移行を推進する専門人材として、施設単位で配置する「かながわ地域生活

移行スペシャリスト」と各障がい保健福祉圏域の旗振り役となる「かながわ地域生活移行エ

キスパート」を県独自に位置付ける。

○新 (3) 地域資源（場所）の充実                       4,245万円 

  民間障害者支援施設からの地域生活移行を促進するため、施設に配置された県独自の専門

人材と連携して地域生活移行に取り組んだ場合、グループホーム等に対して補助する。 

また、障がい保健福祉圏域を単位に、民間法人からの地域生活移行に資する提案事業を募

集し、採択した提案事業に補助を行う。 
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○新 (4) 相談支援体制の充実                         1,534万円 

障がい者の地域生活移行等を支える相談支援事業所の開設を促進するため、開設を検討す

る法人等を対象としたセミナーの開催等を行う。また、障がい者が地域で安心して暮らせる

よう、障がい者差別に対応する相談体制の充実を図る。 

○新 (5) 障がいに対する理解促進                       1,047万円 

障がいに対する理解を促進するため、県が民間団体等と協働で共生社会を体感できる機会

を増やすとともに、メタバースを活用した新たなコミュニケーションの場を創出し、誰もが

参加しやすい共生社会を目指す。 

一部○新 (6) 意思決定支援の普及・定着                          3,985万円 

意思決定支援の普及・定着のため、新たに県内障害者支援施設に対して専門家を派遣する。 

また、施設職員に対して県版ガイドラインに基づく意思決定支援の実践研修を行うととも

に、研修参加に伴う代替職員等の経費の一部を補助する。
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一部○新 (7) 医療的ケア児等への切れ目のない支援   5,372万円 

一部○新ア 医療的ケア児支援・情報センターの運営 2,753万円 

（うち拡充分 1,168万円） 

 地域における医療的ケア児等からの相談に対応するため、令和４年度に開設した、「か

ながわ医療的ケア児支援・情報センター」の地域相談窓口（ブランチ）を新たに設置する。 

【令和５年度の医療的ケア児支援・情報センターの体制】 

一部○新イ 在宅で生活する医療的ケア児への支援  777万円 

（障害者地域生活支援関連事業費補助の一部として実施） 

在宅で生活する医療的ケア児等を支援するため、家族に代わって介助を行う看護師等の

人件費のほか、新たに、非常用電源装置等の購入費について、その費用を補助する市町村

(政令市・中核市を除く)に対して一部を補助する。 

○ その他 医療的ケア児保育支援事業費補助など  1,841万円 

 

 

 

 

問合せ先 

【３(1)、(2)専門人材、(3)】 

福祉子どもみらい局福祉部障害サービス課   課長 髙橋  電話 045-210-4702 

【３(2)インターンシップ】  

  福祉子どもみらい局福祉部地域福祉課   課長 河田  電話 045-210-4740 

【３(4)、(7)ア、イ】   

福祉子どもみらい局福祉部障害福祉課 課長 鳥井 電話 045-210-4700 

【３(5)】  福祉子どもみらい局共生推進本部室 共生担当課長 小手 電話 045-285-0737 

【３(6)】  福祉子どもみらい局共生推進本部室  意思決定支援担当課長 岡田 電話 045-285-0549 
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ともに生きる社会推進事業費 

１ 目的 

「神奈川県当事者目線の障害福祉推進条例 ～ともに生きる社会を目指して～」や憲章の

理念を県民に浸透させるため、県内各地域でのイベント等において普及啓発事業を行う。

また、ホームページで障がい者団体等の活動の情報発信を行うとともに、県のたよりやポ

スター掲示など様々な媒体を活用した広報を行う。

２ 予算額 4,071万円 

３ 事業内容 

(1) 様々な媒体を活用した広報                      1,132万円

県のたよりやポスター掲示など様々な媒体を活用し、「ともに生きる社会かながわ憲

章」の効果的な広報等を行う。 

(2)「ともに生きる社会かながわ推進週間」における集中的広報 607万円 

タウン誌やポスターの駅貼りなどを活用した広報を集中的に行う。

(3) 企業等との連携 635万円 

ホームページで障がい者団体等の活動の情報発信を行うとともに、イベント主催者と

マッチングさせ、マッチングしたイベントで普及啓発を行う。

(4) 大学との連携                            231万円

大学生による共生社会の実現に向けた取組を支援するとともに、その活動内容を発表

する機会を設ける。 

(5)「ともに生きる社会かながわ憲章」の普及啓発物品の作成 373万円 

イベント等で配布する広報グッズやチラシ等の普及啓発物品を作成する。

(6) 津久井やまゆり園事件追悼式 882万円 

「津久井やまゆり園事件追悼式」を実施する。

(7) 憲章の普及啓発のための地域イベントへの参加   211万円 

イベントに参加して、広報グッズやチラシ等の普及啓発物品を配布する。

問合せ先 

福祉子どもみらい局共生推進本部室 共生担当課長 小手  電話 045-285-0737 

(1)様々な媒体を活用した広報

ホームドア広告

(6)津久井やまゆり園事件追悼式

モニュメントでの献花
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一部○新  人口減少社会の次世代育成

１ 目的 

  すべての子どもが幸福で健やかに成長できる社会の実現に向けて、結婚や子育ての機運醸成

を図り、「生む」・「育てる」・「守る」の各ステージでサポートするなど、総合的な子ど

も・子育て施策を展開する。 

２ ５年度当初予算額   60億 2,995万円 

（４年度２月補正予算額 80億 2,408万円） 

３ 主な事業内容 

一部○新 (1) 女性の活躍応援団支援事業費                          532万円 

女性の活躍を推進する社会的ムーブメントを拡大させるため、「かながわ女性の活躍応援 

団」による全体会議や取組紹介冊子の作成・配布を行うほか、男性が家事・育児に参画し 

やすい職場環境をつくるため、新たに企業等の経営層向けセミナーを実施する。 

一部○新 (2) 恋カナ！プロジェクト事業費（令和４年度２月補正予算計上）        （2,408万円） 

結婚に向けた機運醸成を図るため、新たに市町村等と連携したイベントを開催するとともに、

結婚支援コンシェルジュを配置し、市町村や結婚を希望する方を支援する。 

一部○新 (3) 小児医療費助成事業費補助 60億    8万円 

うち拡充分 25億 9,805万円 

 市町村が実施する小児医療費の助成制度に対して、通院した際の補助対象年齢を、これま

での就学前（６歳）までから、小学校卒業（12歳）まで引き上げた上で補助する。 

令和４年度まで 令和５年度から対象年齢引き上げ

〇　通院：小学校就学前まで

〇　入院：中学校卒業まで

〇　通院：小学校卒業まで

〇　入院：中学校卒業まで
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○新 (4) 病児保育支援事業費補助                           350万円 

利用者の利便性を向上させるため、病児保育施設のＩＣＴ化を進める市町村に対して補助す

る。 

○新 (5) インクルーシブ保育・養育推進事業費                    101万円 

効果的な「インクルーシブ保育・養育」実現のため、有識者による検討会を開催する。 

一部○新 (6) 子どもの権利擁護の推進                          2,003万円 

児童養護施設等に入所中の子どもたちが自ら意見表明できる機会を確保するため、子どもの

意見を汲み取り代弁する取組を推進する。また、令和６年度に施行される改正児童福祉法によ

り入退所時等の意思確認が義務化されるため、新たに準備検討会の開催及び意見表明支援員の

養成研修を行う。 

○新 (7) 子ども・子育て基金積立金（令和４年度２月補正予算計上）         （80億円） 

  子どもが健やかに成長し、県民が安心して子どもを生み育てることができる社会の実現を目 

指し、令和５年度以降の子ども・子育て施策に活用するため、資金を基金に積み立てる。 

 

 

 

 

 

 

県, 1/4

市町村, 

1/4

国, 1/2

事業者, 

1/4

市町村, 

1/4

国, 1/2

国補助事業（上限100万円）の事業者負担分を県が支援することにより、実質無償化

施設のＩＣＴ化にかかる国補助事業の負担割合について

問合せ先 

【３(1)】   福祉子どもみらい局共生推進本部室 

人権男女共同参画担当課長 宮﨑   電話 045-210-3630 

【３(2)】   福祉子どもみらい局子どもみらい部青少年課 課長 長島    電話 045-210-3830 

【３(3)、(6)】福祉子どもみらい局子どもみらい部子ども家庭課  課長 長谷川 電話 045-210-4650  

【３(4)、(7)】福祉子どもみらい局子どもみらい部次世代育成担当課長 深石   電話 045-210-4660 

【３(5)】   福祉子どもみらい局総務室 企画調整担当課長 清水  電話 045-210-3620 
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一部○新  コロナ禍における生活困窮者対策

～支援を必要とする子ども・若者への対応～ 

１ 目的 

  ＮＰＯへのヒアリングなど生活困窮者の課題を見える化する取組を実施した結果、「声をあ

げられない子ども・若者」が存在するという新たな課題が明らかとなった。 

こうした課題に対応するため、これまでの生活困窮者対策を全力で進めるとともに、「子ど

も・若者」の実情に応じて支援を届ける取組を強化する。 

２ 予算額 7億 9,186万円 

３ 主な事業内容 

一部○新  (1)深刻な課題を抱える子ども・若者への支援              4億 5,387万円 

一部○新ア 子ども食堂支援事業費                           2,566万円 

子ども食堂の活動継続を支援するため、新しい生活様式に対応した取組を行う子ども食 

堂運営者に協力金を支給する。また、子ども食堂同士のネットワーク化を推進するとともに、

寄附受入や物流の調整を行うマッチングコーディネーターを新たに配置する。 

○新イ 子どもの貧困実態把握調査費 797万円 

計画改定や施策立案につなげるため、県内の子どもの貧困実態把握調査を行う。 

ウ 生活困窮者への情報発信・啓発                        351万円

生活困窮者に支援情報を届けるため、ポータルサイト及びチャットボットの運営、地域

のコミュニティでの出前講座等を行う。 

エ ひきこもり等青少年相談事業等                       8,093万円

ひきこもり等の当事者や家族を支援するため「ひきこもり地域支援センター」で電話相

談等を行うほか、医師・弁護士等の多職種支援チームにより、伴走支援を行う市町村等を

支援する。また、ＳＮＳ相談を行うほか、県内のひきこもり相談窓口を周知するため、 

Ｗｅｂ広告を実施する。 
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○新オ メタバースを活用した社会参加支援                      1,100万円 

ひきこもり等の当事者の社会参加を支援するため、他者と交流可能な居場所を仮想空間

（メタバース）上に試験的に設置し、外出せずに気軽に参加できるイベントを実施する。

一部○新カ ＩＣＴを活用したいのちの相談支援体制整備事業              6,308万円 

「生きるのがつらい」等のこころの健康に関する悩みに対応し、自殺を未然に防ぐた 

め、ＬＩＮＥによる相談を実施する。また、Twitter での広告とともに、新たにその他 

ＳＮＳでの広告を試行し、効果的な広告媒体を検証する。 

一部○新キ 子ども・若者未来応援推進事業費                      1,328万円 

進学や就職に困難を抱える若者たちを応援するため、ＮＰＯ法人が行う進学等を応援す

る活動や、新たにアウトリーチによる寄り添い支援に対して補助する。支援にあたっては、

企業からの寄附を積極的に活用する。 

一部○新ク ケアリーバーへの支援    1億 2,923万円 

ケアリーバー（児童養護施設等を退所した者）の孤独・孤立を防ぐため、医療連携、法律

相談、アウトリーチ生活支援を実施するとともに、新たに県央地域に一時的な滞在場所及び

相談室を設置し、機能を強化する。 
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一部○新ケ 母子家庭等の自立支援の強化                          2,104万円 

 母子家庭等の経済的自立を支援するため、就業相談等による就業支援や養育費相談支援を

行うとともに、養育費支払の履行を確保するため、新たに弁護士委任（養育費取決め・強制

執行）費用や保証契約費用に対して補助する。 

一部○新コ ケアラーへの支援                              7,233万円 

 各種支援制度のはざまに陥りがちなケアラー（家族などを介護する人）を支援するため、 

相談窓口（電話及びＳＮＳ）や支援専門員を設置するほか、ケアラーの居場所づくりを行 

う団体等に対して補助する。また、新たに若者ケアラー（概ね 18～24 歳）等への家事支援 

を行う。 

 その他 県立高校での朝食・夕食の提供   2,578万円 

(2) 女性総合相談窓口の設置、住居不安定者の生活再建支援など 3億 3,799万円 

 

 

 

 

 

問合せ先 

【３(1)ア、イ】 福祉子どもみらい局子どもみらい部次世代育成担当課長 深石   電話 045-210-4660  

【３(1)ウ、キ】 福祉子どもみらい局福祉部 生活困窮者対策担当課長 太田  電話 045-285-0864 

【３(1)エ、オ】 福祉子どもみらい局子どもみらい部青少年課   課長 長島    電話 045-210-3830 

【３(1)カ】   健康医療局保健医療部  精神保健医療担当課長  渡邊  電話 045-285-0227 

【３(1)ク、ケ】 福祉子どもみらい局子どもみらい部子ども家庭課  課長 長谷川 電話 045-210-4650 

【３(1)コ】   福祉子どもみらい局福祉部高齢福祉課 課長 垣中   電話 045-210-4830 
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私立学校経常費補助 

１ 目的 

教育条件の維持向上、修学上の経済的負担の軽減及び学校経営の健全性の向上を図るた

め、私立学校の経常的な経費や特色ある教育への取組に対し補助する。 

２ 予算額 427億5,113万円 

３ 補助額の算定 

  補助の対象は、学校の運営に要する人件費、その他教育経費とし、学校の経常的経費に対

する一般補助と特色ある教育を支援するための特別補助に分けて補助額を算定する。 

  補助額については、平成12年度から導入した標準的な運営経費を基準とする｢標準的運営

費方式｣により算定する。なお、生理の貧困対策やヤングケアラーに関する周知・啓発など

の取組を補助対象経費とする。（補助率50％） 

(1) 一般補助  417億8,637万円 

・高等学校   218億5,456万円 

・中等教育学校   7億1,749万円 

・中学校   58億7,845万円 

・小学校  26億4,170万円 

・特別支援学校  5億4,138万円 

・幼稚園  84億6,316万円 

・専修学校、各種学校  16億8,960万円 

(2) 特別補助  9億6,475万円 

ア 私立高等学校等教育改革推進費補助      5億2,422万円 

(ｱ) 目的

教育振興基本計画や新学習指導要領を踏まえた特色ある取組を推進するため、私立

学校に対し補助する。 

(ｲ) 主な補助対象事業

・外国語教育の強化、多様な職業体験、安全確保の推進、ＩＣＴ教育環境の整備推進

・不登校生徒対策（高等学校）

・体育活動・文化活動の推進（高等学校、中等教育学校）

イ 私立幼稚園等預かり保育推進費補助  3億1,352万円 

(ｱ) 目的

保育ニーズに対応するため、正規の教育時間前後及び休業日に、預かり保育を実施

する幼稚園等に対し補助する。 
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(ｲ) 補助対象事業

専任の担当教員を配置し、

・課業期間中に年間を通じて継続的に開園日の4/5以上の日数で実施

・休業日（土日等）に年間を通じて継続的に19日以上実施

・長期休業日に10日以上実施

ウ 私立幼稚園等地域開放推進費補助  1億2,700万円 

(ｱ) 目的

地域との連携を深めるため、保護者に対する教育相談事業や地域とのふれあい交流

事業などを行う幼稚園等に対し補助する。 

(ｲ) 補助対象事業

・子育て相談

・教育相談事業、子育て講演会

・セミナー等の開催事業、親子のふれあい交流事業（親子で参加する教室、子育てサ

ークル活動など)、園地・園舎の開放事業、地域とのふれあい交流事業 (外国人、

障がい者、高齢者、地域住民との交流)

問合せ先 

  福祉子どもみらい局子どもみらい部私学振興課 課長  山中 電話 045-210-3760 
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